
予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：教育費　項：教育総務費　目：私立学校振興費
	事業名　新 奨学金債権回収業務委託費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　 環境生活部　私学振興・青少年課　私学助成係　電話番号：058-272-1111（内2462）

　　　　　　　E-mail：c17773@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　　　　　864千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	864
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	864

	決定額
	860
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	860


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・県で実施している３種類の奨学金（選奨生奨学金、高等学校奨学金、子育て支援奨学金）の貸与人数及び貸与総額は毎年ほぼ一定であるのに対し、奨学金の滞納状況は件数・金額ともに年々増加傾向にある。

　・現在の滞納対策として、文書や電話による督促・催告の実施、返還の口座振替制度の導入、８月と２月の夜間一斉電話催告を実施している。
　・同じく奨学金事務を所管する教育財務課において平成２４年度の包括外部監査において、「滞納額が年々増加する一方で取組みが不十分であり、滞納整理に対する取組みをより強化する必要がある」と指摘を受けており、滞納対策の強化が必要である。
（２）事業内容

　・奨学金の滞納債権のうち、収納率が著しく低下する過年度滞納債権（滞納２年以上）について、専門的な知識と経験を有する債権回収事業者に回収業務を委託する。
　・公立高等学校・大学等は教育財務課、私立高等学校は私学振興・青少年課が奨学金業務を所管しており、共通の課題であることから合わせて実施する。

　　①対象債権　　過年度滞納債権（滞納２年以上）
　　②委 託 先　　弁護士（法人含む）または債権回収会社
　　③契約期間　　平成２８年６月～平成３１年３月
　　④選定方法　　公募型プロポーザル方式
　　⑤所要経費　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	H28
	H29
	H30
	合計

	教育財務課分
	2,160 
	2,160 
	2,160 
	6,480 

	私学振興課分
	864 
	864 
	864 
	2,592 

	合計
	3,024 
	3,024 
	3,024 
	9,072 


　　　　　※債務負担行為限度額（H29～30）6,048千円→6,100千円 
　　⑥算定方法
 所要経費＝過年度滞納額×回収困難率×回収率×成功報酬率 
　
　・過年度滞納額：H26年決算時の過年度滞納額（教財:52,923千円、私学：18,187千円）
・回収困難率：H23～26決算時の過年度滞納債権の未回収率平均（教財:88.6％、私学：88.5％）
　
　・回収率：20％（県母子寡婦貸付金、近県奨学金の例による）

・成功報酬率：25％（県母子寡婦貸付金、近県奨学金の例による）
（３）県負担・補助率の考え方

　　県負担　10/10
（４）類似事業の有無
　　有：母子寡婦福祉資金貸付金（H25から外部委託を実施）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	864 
	債権回収業務外部委託費　

	合計
	864 
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況

・２２都府県で委託実績（もしくは予定）あり（H27年9月調査）
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　奨学金の滞納債権のうち、収納率が著しく低下する滞納期間２年以上の債権について、専門的な知識と経験を有する債権回収事業者に回収業務を委託し、奨学金の滞納対策を強化する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	滞納期間2年以上の債権回収率
	16.5％
(H26)
	（H　）
	（H   ）
	16.5％
（H26）
	20.0％
（H28）
	82.5％
 　－

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	県で実施している３種類の奨学金（選奨生奨学金、高等学校奨学金、子育て支援奨学金）の滞納状況は件数・金額ともに年々増加傾向にあり、回収困難者については従来の県による回収方法では限界があり、専門性を持った業者に委託することで効果的かつ効率的な回収が期待できる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

－


	　


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　本業務は、債権精査等、業務着手に相当の期間が必要なうえ、機微な個人情報を取り扱う業務である。そのため、比較的長期間での債権回収計画の立案や、セキュリティ懸念への十分な対策が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　県で実施している３種類の奨学金（選奨生奨学金、高等学校奨学金、子育て支援奨学金）の滞納状況は件数・金額ともに年々増加傾向にあり、滞納対策の強化が必要であるため、委託業務期間毎に当事業の成果を検証しながら、事業継続の可否を判断する。


